
議案第９２号

勝山市営住宅管理条例の一部改正について

勝山市営住宅管理条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。

令和６年２月２７日提出

勝山市長 水上 実喜夫

提案理由

平成２３年の公営住宅法の改正に伴い設けられていた規定を廃止するため、この案を提出する。



勝山市条例第 号

勝山市営住宅管理条例の一部を改正する条例

勝山市営住宅管理条例(平成9年勝山市条例第23号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線で示す部分を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すとおり改正する。

改正前 改正後

(用語の定義) (用語の定義)

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。

(1) （略） (1) （略）

(2) 共同施設 法第2条第9号及び公営住宅法施行規則(昭和26年

建設省令第19号 )第1条に規定す

る施設をいう。

(2) 共同施設 法第2条第9号及び公営住宅法施行規則(昭和26年

建設省令第19号。以下「法施行規則」という。)第1条に規定す

る施設をいう。

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略）

2 （略） 2 （略）

(公募の例外) (公募の例外)

第5条 市長は、次の各号に掲げる理由に係る者を公募を行わず、市

営住宅に入居させることができる。

第5条 市長は、次 に掲げる理由に係る者を公募を行わず、市

営住宅に入居させることができる。



(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）

(5) 都市計画法(昭和43年法律第100号)第59条の規定に基づく都

市計画事業、土地区画整理法(昭和29年法律第119号)第3条第3項

若しくは第4項の規定に基づく土地区画整理事業の施行に伴う除

却

(5) 都市計画法(昭和43年法律第100号)第59条の規定に基づく都

市計画事業、土地区画整理法(昭和29年法律第119号)第3条第4項

若しくは第5項の規定に基づく土地区画整理事業の施行に伴う除

却

(6)～(8) （略） (6)～(8) （略）

(入居者の資格) (入居者の資格)

第6条 （略） 第6条 （略）

2 法第23条第1号イに規定する条例で定める場合は、次の各号のい

ずれかに該当する場合とする。

2 法第23条第1号イに規定する条例で定める場合は、次の各号のい

ずれかに該当する場合とする。

(1) 入居者又は同居者に(ア)から(オ)までのいずれかに該当す

る者がある場合

(1) 入居者又は同居者にア からオ までのいずれかに該当す

る者がある場合

ア 障害者基本法(昭和45年法律第84号)第2条第1号に規定する

障害者でその障害の程度が規則で定める程度である者

ア 障害者基本法(昭和45年法律第84号)第2条第1号に規定する

障害者でその障害の程度が規則で定める程度である者

イ 戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第2条第1項に規

定する戦傷病者でその障害の程度が規則で定める程度である

者

イ 戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第2条第1項に規

定する戦傷病者でその障害の程度が規則で定める程度である

者

ウ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成6年法律第

117号)第11条第1項の規定による厚生労働大臣の認定を受けて

いる者

ウ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成6年法律第

117号)第11条第1項の規定による厚生労働大臣の認定を受けて

いる者

エ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して5年を

経過していない者

エ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して5年を

経過していない者



オ ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関す

る法律(平成13年法律第63号)第2条に規定するハンセン病療養

所入所者等

オ ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関す

る法律(平成13年法律第63号)第2条に規定するハンセン病療養

所入所者等

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略）

(5) 市営住宅が、法第8条第1項もしくは第3項もしくは激甚災害

に対処するための特別の財政援助等に関する法律(昭和37年法律

第150号)第22条第1項の規定による国の補助に係るもの又は法第

8条第1項各号のいずれかに該当する場合において市が災害によ

り滅失した住宅に居住していた低額所得者に転貸するため借り

上げるものである場合

(5) 市営住宅が、法第8条第1項若しくは第3項若しくは激甚災害

に対処するための特別の財政援助等に関する法律(昭和37年法律

第150号)第22条第1項の規定による国の補助に係るもの又は法第

8条第1項各号のいずれかに該当する場合において市が災害によ

り滅失した住宅に居住していた低額所得者に転貸するため借り

上げるものである場合

3 （略） 3 （略）

(住宅入居の手続) (住宅入居の手続)

第10条 市営住宅の入居を許可された者は、許可のあった日から10

日以内に、次の各号に掲げる手続をしなければならない。

第10条 市営住宅の入居を許可された者は、許可のあった日から10

日以内に、次 に掲げる手続をしなければならない。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

2～6 （略） 2～6 （略）

(同居の承認) (同居の承認)

第11条 市営住宅の入居者は、当該市営住宅への入居の際に同居し

た親族以外の者を同居させようとするときは、公営住宅法施行規

則第11条で定めるところにより、市長の承認を得なければならな

い。

第11条 市営住宅の入居者は、当該市営住宅への入居の際に同居し

た親族以外の者を同居させようとするときは、 法施行規則

第11条で定めるところにより、市長の承認を得なければならない。

2 （略） 2 （略）



(入居の承継) (入居の承継)

第12条 市営住宅の入居者が死亡し、又は退去した場合において、

その死亡時、又は退去時に当該入居者と同居していた者が引き続

き当該市営住宅に居住を希望するときは、当該入居者と同居してい

た者は、公営住宅法施行規則第12条で定めるところにより、市長

の承認を得なければならない。

第12条 市営住宅の入居者が死亡し、又は退去した場合において、

その死亡時又は 退去時に当該入居者と同居していた者が引き続

き当該市営住宅に居住を希望するときは、当該入居者と同居してい

た者は、 法施行規則第12条で定めるところにより市長

の承認を得なければならない。

(収入の申告等) (収入の申告等)

第14条 （略） 第14条 （略）

2 前項に規定する収入の申告は、公営住宅法施行規則第7条に規定

する方法によるものとする。

2 前項に規定する収入の申告は、 法施行規則第7条に規定

する方法によるものとする。

3・4 （略） 3・4 （略）

(家賃の減免又は徴収猶予) (家賃の減免又は徴収猶予)

第15条 市長は、次の各号に掲げる特別の事情がある場合において

は、家賃の減免又は徴収の猶予を必要と認める者に対して市長

が定めるところにより当該家賃の減免又は徴収の猶予をすること

ができる。

第15条 市長は、次の各号に掲げる特別の事情がある場合において

は、家賃の減免又は徴収の猶予を必要と認める者に対して、市長

が定めるところにより当該家賃の減免又は徴収の猶予をすること

ができる。

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略）

(4) その他前各号に準ずる特別の事情があるとき。 (4) その他前3号 に準ずる特別の事情があるとき。

(家賃の納付) (家賃の納付)

第16条 （略） 第16条 （略）

2・3 （略） 2・3 （略）

4 入居者が第37条に規定する手続を経ないで住宅を立退いたとき 4 入居者が第37条に規定する手続を経ないで住宅を立ち退いたと



は、第1項の規定にかかわらず、市長が明渡しの日を設定し、その

日までの家賃を徴収する。

きは、第1項の規定にかかわらず、市長が明渡しの日を設定し、そ

の日までの家賃を徴収する。

(修繕費用の負担) (修繕費用の負担)

第19条 （略） 第19条 （略）

2 入居者の責に帰すべき理由によって市営住宅等の修繕の必要が

生じたときは、前項の規定にかかわらず、入居者は市長の選択に従

い修繕し、又はその費用を負担しなければならない。

2 入居者の責に帰すべき理由によって市営住宅等の修繕の必要が

生じたときは、前項の規定にかかわらず、入居者は市長の選択に従

い、修繕 又はその費用を負担しなければならない。

(入居者の費用負担義務) (入居者の費用負担義務)

第20条 次の各号に掲げる費用は、入居者の負担とする。 第20条 次 に掲げる費用は、入居者の負担とする。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

(3) 共同施設及び給水施設の使用又は維持、 運営に要する

費用

(3) 共同施設及び給水施設の使用又は維持若しくは運営に要す

る費用

(4) （略） (4) （略）

(収入超過者に対する家賃) (収入超過者に対する家賃)

第29条 第27条第1項の規定により、収入超過者と認定された入居者

は第13条 第1項の規定にかかわらず、当該認定に係る期間(当該

入居者が期間中に市営住宅を明け渡した場合にあっては当該認定

の効力が生じる日から当該明渡しの日までの間)、毎月、次項に

規定する方法により算出した額を家賃として支払わなければなら

ない。

第29条 第27条第1項の規定により収入超過者 と認定された入居

者は、第13条第1項の規定にかかわらず、当該認定に係る期間(当

該入居者が期間中に市営住宅を明け渡した場合にあっては、当該

認定の効力が生じる日から当該明渡しの日までの間)、毎月、次項

に規定する方法により算出した額を家賃として支払わなければな

らない。

2・3 （略） 2・3 （略）

(高額所得者に対する明渡請求) (高額所得者に対する明渡請求)



第30条 （略） 第30条 （略）

2・3 （略） 2・3 （略）

4 市長は、第1項の規定による請求を受けた者が次の各号の一に掲

げる特別の事情がある場合においては、その申出により、明渡しの

期限を延長することができる。

4 市長は、第1項の規定による請求を受けた者が次の各号の一に掲

げる特別の事情がある場合においては、その申出により、明渡しの

期限を延長することができる。

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略）

(4) その他前各号に準ずる特別の事情があるとき。 (4) その他前3号 に準ずる特別の事情があるとき。

(高額所得者に対する家賃等) (高額所得者に対する家賃等)

第31条 第27条第2項の規定により高額所得者と認定された入居者

は、第13条第1項及び第29条第1項の規定にかかわらず、当該認定に

係る期間(当該入居者が期間中に市営住宅を明け渡した場合にあっ

ては、当該認定の効力が生じる日から当該明け渡しの日までの

間)、毎月、近傍同種の住宅の家賃を支払わなければならない。

第31条 第27条第2項の規定により高額所得者と認定された入居者

は、第13条第1項及び第29条第1項の規定にかかわらず、当該認定に

係る期間(当該入居者が期間中に市営住宅を明け渡した場合にあっ

ては、当該認定の効力が生じる日から当該明渡し の日までの

間)、毎月、近傍同種の住宅の家賃を支払わなければならない。

2・3 （略） 2・3 （略）

(収入状況の報告の請求等) (収入状況の報告の請求等)

第32条 市長は、第13条第1項、第29条第1項若しくは第31条第1項の

規定による家賃の決定、第15条(第29条第3項又は第31条第3項にお

いて準用する場合を含む。)の規定による家賃若しくは金銭の減免

若しくは徴収の猶予、第17条第2項による敷金の減免若しくは徴収

の猶予、第30条第1項の規定による明渡しの請求、又は第34条の規

定による市営住宅への入居の措置に関し必要があると認めるとき

は、入居者の収入の状況について、当該入居者若しくはその雇主、

その取引先その他の関係人に報告を求め、又は官公署に必要な書類

第32条 市長は、第13条第1項、第29条第1項若しくは第31条第1項の

規定による家賃の決定、第15条(第29条第3項又は第31条第3項にお

いて準用する場合を含む。)の規定による家賃若しくは金銭の減免

若しくは徴収の猶予、第17条第2項による敷金の減免若しくは徴収

の猶予、第30条第1項の規定による明渡しの請求又は 第34条の規

定による市営住宅への入居の措置に関し必要があると認めるとき

は、入居者の収入の状況について、当該入居者若しくはその雇主、

その取引先その他の関係人に報告を求め、又は官公署に必要な書類



を閲覧させ、若しくはその内容を記録させることを求めることがで

きる。

を閲覧させ、若しくはその内容を記録させることを求めることがで

きる。

2・3 （略） 2・3 （略）

(建替事業による明渡請求等) (建替事業による明渡請求等)

第33条 （略） 第33条 （略）

2 前項の規定による請求を受けた者は、同項の期限が到来したとき

は、速やかに、当該市営住宅を明け渡さなければならない。

2 前項の規定による請求を受けた者は、同項の期限が到来したとき

は、速やかに当該市営住宅 を明け渡さなければならない。

3 （略） 3 （略）

(住宅の明渡請求) (住宅の明渡請求)

第38条 （略） 第38条 （略）

2・3 （略） 2・3 （略）

4 市長は、第1項第2号から第5号まで、及び第7号の規定に該当する

ことにより同項の請求を行ったときは、当該請求を受けた者に対し

て、請求の日の翌日から当該市営住宅の明渡しを行う日までの期間

については、毎月、近傍同種の住宅の家賃の額の2倍に相当する額

以下の金銭を徴収することができる。

4 市長は、第1項第2号から第5号まで及び 第7号の規定に該当する

ことにより同項の請求を行ったときは、当該請求を受けた者に対し

て、請求の日の翌日から当該市営住宅の明渡しを行う日までの期間

については、毎月、近傍同種の住宅の家賃の額の2倍に相当する額

以下の金銭を徴収することができる。

5 （略） 5 （略）

(駐車場の管理) (駐車場の管理)

第39条 市営住宅の共同施設として整備された駐車場の管理は、第

40条から第47条 に定めるところにより、行わなければならな

い。

第39条 市営住宅の共同施設として整備された駐車場の管理は、第

40条から第47条までに定めるところにより、行わなければなら

ない。

(使用者の資格) (使用者の資格)



第41条 駐車場を使用する者は、次の各号に掲げる条件を具備する

者でなければならない。

第41条 駐車場を使用する者は、次 に掲げる条件を具備する

者でなければならない。

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）

(使用の申込み) (使用の申込み)

第42条 前条に規定する条件を具備するもので、駐車場を使用する

ことを希望する者 は、市長の定めるところにより、駐車場の使

用の申込みをしなければならない。

第42条 前条に規定する条件を具備する者 で、駐車場を使用する

ことを希望するものは、市長の定めるところにより、駐車場の使

用の申込みをしなければならない。

2 市長は、前項の規定により使用の申込みをした者を駐車場の使用

者として決定し、その旨を当該使用者として決定した者(以下「使

用決定者」という。)に対し通知するものとする。

2 市長は、前項の規定により使用の申込みをした者を駐車場の使用

者として決定し、その旨を当該使用者として決定した者

に対し通知するものとする。

(使用者の決定) (使用者の決定)

第43条 市長は、前条第1項の規定の規定による申込みをした者の数

が、使用させるべき駐車場の設置台数を超える場合においては、市

長の定めるところにより、公正な方法で選考して、当該駐車場の使

用を決定しなければならない。ただし、入居者又は同居者が身体障

害者である場合その他特別な理由がある場合で、市長が駐車場の使

用が必要であると認めるときは、市長は特定の者に当該駐車場を使

用させることができる。

第43条 市長は、前条第1項の 規定による申込みをした者の数

が、使用させるべき駐車場の設置台数を超える場合においては、市

長の定めるところにより、公正な方法で選考して、当該駐車場の使

用を決定しなければならない。ただし、入居者又は同居者が身体障

害者である場合その他特別な理由がある場合で、市長が駐車場の使

用が必要であると認めるときは、市長は特定の者に当該駐車場を使

用させることができる。

(使用許可の取消 ) (使用許可の取消し)

第46条 （略） 第46条 （略）

(市営住宅監理員及び市営住宅管理人) (市営住宅監理員及び市営住宅管理人)

第48条 （略） 第48条 （略）



附 則

この条例は、公布の日から施行する。

2～4 （略） 2～4 （略）

5 第1項から前項までに規定するもののほか、市営住宅監理員及び

市営住宅管理人に関し必要な事項は、規則で定める。

5 前各項 に規定するもののほか、市営住宅監理員及び

市営住宅管理人に関し必要な事項は、規則で定める。

(敷地の目的外使用) (敷地の目的外使用)

第50条 市長は、市営住宅等の用に共されている土地の一部を、そ

の用途又は目的を妨げない限度において、規則の定めるところによ

りその使用を許可することができる。

第50条 市長は、市営住宅等の用に供されている土地の一部を、そ

の用途又は目的を妨げない限度において、規則の定めるところによ

りその使用を許可することができる。

附 則 附 則

(経過措置) (経過措置)

6 当分の間、過疎地域自立促進特別措置法(平成12年法律第15号)第

2条第1項に規定する過疎地域その他の令附則第7項で定める地域

内の市営住宅に係る第6条の規定の適用については、当該市営住宅

の入居者が、現に同居し、又は同居しようとする親族がない場合

においても、同条第1項第1号の条件を具備する者とみなす。

（削る）


